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抄録 : 本稿は、文部科学省が実施した「全国学力・学習状況調査」（メインタイトルを含め、以下本稿では全国学力調査と略
記）のうち2010（平成22）年の結果を検討し、児童生徒の活用力を育成する学校教育課程のあり方を考察するデータの整理
を主な目的としている。具体的には、現在まで調査において教科（国語、算数）学力調査の結果が常に上位を占める上位県
の結果を、論者の在住している県の結果と比較した。教科テストの結果、教科テストと並んで行われた児童生徒の学習や
生活の実態の調査および学校調査の結果をそれぞれ比較することで、上位県では、秩序だった授業や学校環境が子どもと
教師の信頼関係をつくり、子どもに意欲的に学習に向かわせていると考えられる。日常の生活の中で習慣的に行われてい
る家庭学習と学校の授業が密接に結びついていることが、学習成果として現れる高い学力形成に繋がっており、しかも、
児童の主体的な学習として家庭学習が行われている。
（別刷請求先 : 簑輪欣房）
キーワード : 家庭学習、信頼関係、学校環境、意欲
緒言
学校教育では、すべての学校ですべての子どもたち
一人ひとりに学力の形成を保障する努力をしている。
また、学校において提供する教育の質や量についての
法令の規定は、教育基本法や学校教育法で教育の目的や
目標が掲げられ、学校教育法施行規則で教科等の種類や
標準授業時数が定められ、そして教育課程の基準として
学習指導要領が定められている。学習指導要領とは、
文部科学省が告示する教育課程のことであり、小学校、
中学校、中等教育学校、高等学校、特別支援学校の各学校
と各教科で実際に教えられる内容とその詳細について、
学校教育法施行規則を根拠に定めている。川口（2009）も、
日本の公立小学校では高いレベルの平等性が保たれてお
り、個々の学校の違いによって生じる教育効果は小さい
とことを指摘している。しかし、これらに基づいて行わ
れた教育の結果として見えてくる学力には、ばらつきが
みられる。
全国学力調査は学年や教科を限って一定の方法で学力
の一部を把握した調査ではあるがその結果について、都道
府県ごとの平均正答率は図1のようになっていて、10ポイ
ント以上の開きがみられる。
ここ数年、実施された学力調査の結果は各都道府県の順
位は固定的であり、特に上位層や下位層には変化が見られ
ないばかりか、上位層の都道府県と下位層の都道府県との
差が顕著に表れており、同一の指導要領で行われているに
も関わらず、地域間に学力格差が存在することを示してい
る。清水・須藤（2008）らの調査によっても、地域によって
学級規模の学力への影響が異なる事が指摘されている。
篠崎（2008）は、授業研究を伴う研修などいくつかの要因に
よって、学力が左右される可能性を示唆している。 学力低
下論争の中で日本の学力格差について、市川（2002）は、
単に学力格差があるということだけでなく、それが拡大し
ていることを指摘している。国立教育政策研究所によって
実施された、小学5年生から中学3年生までの国語、算数、
理科、社会などを含んだ大規模な調査では、2001年と2003
年を比較したところ、学力の低下は確認されなかったとい
う（国立教育政策研究所 , 2005）。ただし、ここで比較した
のが2001年と2003年ということである。文部科学省が
2007年から実施している『全国学力・学習状況調査』は公
開されているデ－タが都道府県別の平均点にとどまってい
るが地域間格差があることを示唆している。日本の義務教
育の水準は国際的に見ても高いと言えるが、本来平等にあ
るべき義務教育において生まれた場所や育つ場所の違いに
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より、受けることができる教育に差があり、等しく得られ
てなく、すべての児童生徒にとって必要不可欠である基礎
的能力を適切に身につけられないという事態がおきている
とするならばこれは問題である。居住する地域や保護者の
所得などに関わらず、すべての児童生徒が平等に教育を受
けることができるのが前提であることが義務教育において
必要であり、義務教育における地域間格差は、今後日本が
継続的に発展していくためにも、早急に解決すべき課題の
ひとつである。全国学力テストにおいて常に上位である
東北地方のA県と論者の在住地であるG県の結果を考察
することで地域間における学力格差の規定要因を把握し、
学力の高い地域の教育方法を見いだすことは日本全体の学
力水準の向上に役立つのではないかと考える。
以上のことから、本稿の目的は全国学力調査の結果か
ら、上位の都道府県のデ－タを分析することにより学力水
準を向上させている要因を把握することである。
研究の方法
本研究において調査したA県は、調査した平成22年度
において、総人口 1,023,151人、年少人口（0～14歳）は
108,426人、小学校数は、本校は250校、分校は4校、児童数
は 51,886人、教員数は 3,847人であった。G県は同じく
平成22年度において総人口2,008,068人、年少人口（0～14
歳）は275,225人、小学校の数は、本校は339校、分校は4校、
児童数は115,864 人、教員数は7,076人であった。
（1） 本稿では、2010年実施の全国学力テストの国語A、国語
B、算数A、算数B、児童質問紙、教員への質問紙の結果
でA県とG県ついて顕著な相違点について主に比較検
討した。
（2） 学校教育は、目標の達成を目指して意図的に、体系的
に、組織的に行うことは不可欠である。近年、学校の
自主性、自律生が重視され、各学校の役割と責任が増
大していることもあり、A県、G県の小学校のWebペー
ジに記載されている各学校の学校教育目標、教育活動
の工夫改善、教育課程を中心に両県の県庁所在地の学
校が提示しているものを調べた。
全国学力調査を比較検討の特徴
平成22年度に実施された全国学力調査の主として知識
について問う「国語A」については全国平均が83.3点、A県
の平均正答率は89.3、G県は83.3点であった、さらに主と
して活用を問う「国語B」については全国平均が77.8点、
A県の平均正答率は84.8点、G県は76.5点であった。
「算数A」については全国平均が74.2点、A県は83.2点、
G県は73.5点、「算数B」は、全国平均が49.3点、A県は59.0点、
G県は47.9点となっていた。
A県に関しては「国語A」、「国語B」、「算数A」、「算数B」
ともA県は全国都道府県の中で上位であるが、G県は
「国語A」においては全国平均を維持しているがそれ以外で
は軒並み全国平均以下という結果であった。
A県、G県が全国の都道府県の中での位置関係は図2、
図3のようになった。
国語の学力調査の分析の図4、図5でわかるように、G県
は全国平均に近いものであるが、A県は国語のすべての分野
に渡って全国平均以上を示している。国語に対する取り組
みについては図6からわかるようにA県の児童は90%以上
が最後まであきらめず解答を書こうと努力している姿が見
て取れる。
図1． 平成22年度全国学力調査　都道府県別平均正答率
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図4． 国語の分析①
図5． 国語の分析②
図2． 平成22年度全国学力調査　都道府県別平均正答率
図3． 平成22年度全国学力調査　都道府県別平均正答率
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さらに国語Aと国語Bの設問ごとの無解答率を表したの
が図7と図8である。最後まであきらめずに解答を書こう
としている姿を裏付けるように、各設問の無解答率がどの
設問をとっても低い。このような取り組みや態度を身につ
けたり、A県が平均正答率を都道府県の中で上位の位置を
維持していることに塾など学校以外の教育機関に頼ったり
しているのではないかと考え、確かめるために児童質問票
の質問項目18の「学習塾（家庭教師を含む）で勉強をしてい
ますか」という回答にA県では33.4%、G県では64.8%であ
ることから、A県の児童が塾などに頼らずに家庭学習をし
ているが、G県ではかなりの児童が塾に家庭学習を頼って
いることがわかる。
通塾率と全国学力調査の平均正答率の相関を表したの
が図9である。上位県であるA県は通塾率が低く、全国学
力調査の正答率が高いのは学校以外の教育機関の影響では
なく学校の授業、教師の指導、支援によるものではないか
図6． 国語に対する取り組み、態度  1: 最後まで解答を書こうとした 
2: 途中であきらめたものがあった 
3: 書く問題は全く解答しなかった
図7． 国語Aの問ごとの無回答率
図8． 国語Bの問いごとの無回答率
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と考えられる。
ただし、全国学力調査の正答率と通塾率との相関は
r＝0.248でかなり低いと考えられるため、すべての県につ
いて通塾率が全国学力調査の正答率に影響を与えていると
断言することはできない。
家庭学習にどの程度の時間をかけているのかも児童質
問票の質問項目15、16から検討した。図10のように、家庭
学習について、A県では平日に1時間以上2時間以内が
81.3%に対して、G県では67.5%と14ポイントも少なく量
的に差がついている。さらに図11のように、A県は休日で
図9． 通塾率と全国学力調査の平均正答率との相関
図10． 普段学校の授業時間以外の１日あたりの学習時間 
　　1: 3時間以上 4: 30分以上、1時間より少ない 
　　2: 2時間以上、3時間より少ない 5: 30分より少ない 
　　3: 1時間以上、2時間より少ない 6: 全くしない
図11． 休日の家庭での１日あたりの学習時間 
　　1: 3時間以上 4: 30分以上、1時間より少ない 
　　2: 2時間以上、3時間より少ない 5: 30分より少ない 
　　3: 1時間以上、2時間より少ない 6: 全くしない
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は30分以上、1時間より少ないが53.3%に対して、G県で
は30分より少ないが38.1%と、ここでも量的に差がつい
ている。すなわち、平日、休日での家庭学習の時間がA県
の方が多かった。
復習に対する取り組みについても児童質問票の質問項目
28「家で学校の授業の復習をしていますか」という回答に
図12から、A県の児童はしている、どちらかといえばして
いるという回答が86.8%に対して、G県は55.6%と30ポイ
ント以上の差がある。すなわち、A県では8割近く児童が
復習をして翌日の授業に備えているのに対してG県では約
半数の児童しか復習し、次の授業に備えていない。教師は
半数が復習していない状態で次の授業を進めなければなら
ない状態である。
児童質問票の質問項目30「家でテストで間違えた問題に
ついて、間違えたところを後で勉強していますか」という質
問に図13のように、A県の児童はしている、どちらかとい
えばしている、を合わせると83%になるに対して、G県で
は55.5%と30ポイントあまりの差がある習慣的に行われ
ている家庭学習においてA県の児童は、授業における学習
の復習を計画的に行うことで授業と密接に結びついた主体
的な学習をする一方で、「テストで間違えた問題について復
習する」という自分が苦手な科目や間違えを克服する努力
をしていることがうかがえる。
家庭学習に対して学校教師間の共有、支援体制について
学校質問票の質問項目75「国語の指導として，家庭学習の
課題の与え方について，校内の教職員で共通理解を図って
いますか」という質問に対して、図14に示すように、A県
ではあてはまるという回答が55.6%に対してG県では
33.9%と20ポイントあまり差がある。A県は学校全体と
して、教職員全体としてこどもの学力向上に積極的に取り
組もうとしている姿勢がうかがえる。さらに教室での児童
の様子について学校質問票の質問項目12「児童は，授業中
の私語が少なく，落ち着いていると思いますか」という質
問に対して図15のように、A県ではそのとおりだと思う
52.4%、G県では35.4%と17ポイントも低い。A県の特徴
として、「授業中の児童は私語が少なく落ち着いている」す
図12． 家庭での復習への取り組み 
　　1: している 2: どちらかといえばしている 
　　3: あまりしていない 4: 全くしていない
図13． 家でテストで間違えた問題について、間違えたところを後で勉強していますか 
　　1: している 3: あまりしていない 
　　2: どちらかといえばしている 4: 全くしていない
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なわち、秩序だった授業や学校環境、児童と教師の信頼関
係が高いことを表している。
各学校の教育目標の比較検討の特徴
学校の教育目標については、どの学校でも何らかのもの
を設定している。県庁所在地の都市の小学校でWeb上に教
育目標を提示している学校を調べて見た。東北地方のA県
は市内45校すべてがWeb上に教育目標を提示し、45校の
うち43校には「教育目標」とその目標を志向することで育
成されるだろう子どもの姿を「めざす子ども像」、それに
よってできる学校を「めざす学校像」、子どもを支援する教
師を「めざす教師像」として記述されていた。誰にでもそれ
ぞれの学校が何を目標とし、どういう子どもになってほし
いのか、そのために教師はどのように支援し、教師自身もど
のように成長するのかがわかるようになっていた。同じよ
うにA県も47校すべてがWeb上に教育目標を提示してい
図14． 国語の指導として，家庭学習の課題の与え方について，校内の教職員で 
共通理解を図っていますか 
　　1: 当てはまる 3: どちらかといえば当てはまらない 
　　2: どちらかといえば当てはまる 4: 当てはまらない
図15． 児童は，授業中の私語が少なく，落ち着いていると思いますか 
　　1: そのとおりだと思う 3: どちらかといえばし、そう思わない 
　　2: どちらかといえばし、そう思う 4: そう思わない
たが、「教育目標」「めざす学校像」「めざす子ども像」「めざ
す教師像」を提示していたのは3校で、13校が「教育目標」
と「めざす子ども像」、22校が「教育目標」のみ、8校は教育
目標の提示がなかった。1校が「期待する教職員像」となっ
ていた。A県の小学校Webページと違い教育目標を見つけ
るにも学校情報や学校基本情報という欄をクリックし、
さらに表示される学校要覧をクリックし、さらに学校要覧
の表か裏を決めてクリックしなければ表示されないなどす
ぐに見ることができない状態であった。学校教育目標に
「一人一人が生かされ・・・」「子どもの確かな学力・・」
「学びあい、教えあう・・・」「児童の夢をはぐくむ・・・」
「自ら学び、たくましく生きる子どもの育成」という記述
が多く、そこに差違はなかった。子ども像についても、
「学習に意欲的に取り組み、自分のよさを発揮できる子」
「考える子」「やりぬく子」「自ら学び、考える子」「すすんで
学ぶ子」という記述が多く差違は認められなかった。めざ
す教師像については、「授業を大切にし、子どもを伸ばす
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教師」「研修に努め、高めあう教師」「常に学び，自らを高め
ようと挑戦する教師」とA県の学校の教育目標には示され
ており、学力形成に繋がる教師の力量の向上が強調され、
「一人一人のよさを引き出し伸ばす教師」「わかる授業づく
りと研鑽に努め、力量を高める教師」教員の授業力の向上」
と示されている。ところが、G県の学校の教育目標にめざ
す教師像という3校しかその表記はなく。「学力向上と授業
改善に意欲的に取り組む教職員」「子どもへの愛情と教育に
対する使命感をもつ教職員」という記述でどのように教職
員が変容しなければならないのかという記述ではなかっ
た。めざす子ども像は表記されているにも関わらず、その
子どもを支援、指導する教師の志向がないところに大きな
違いがあった。さらに、「学校経営の重点」については、A県
は「学び合う力と自分の考えを表現する力を高める授業の
改善」「すべての子どもに自立の力と共生の心をはぐくむ教
育活動を展開する。」「自ら進んで学ぼうとする意欲の熟成」
など学力形成に関する記述がかなりみられた。G県は学力
に対する表示より、「あいさつ活動などを通して、友だちと
協力する心や 相手を思いやるやさしい心を育成」「「ふれあ
い活動」や「ふれあい清掃」，PTAと連携した「親子ふれあい
活動」等を推進し，豊かな心の育成に努める。」のように心情
豊かについての記述がほとんどであった。
まとめ
学力の形成には、様々な要因が関わっていると考えられ
ているが、全国学力調査の上位県の通塾率が33.4%という
ことから考えてこれらの県の学力の高さは学校教育の成果
であると考えられる。また、「児童は，授業中の私語が少な
く，落ち着いていると思いますか」という質問項目に52.4%
にたいしてG県が35.4%と17ポイントも差があることは
秩序だった授業や学校環境が子どもと教師の信頼関係をつ
くり、子どもに意欲的に学習に向かわせていると考えられ
る。東北地方の県の状況についての様々な分析を見てみる
と、日常の生活の中で習慣的に行われている家庭学習と学
校の授業が密接に結びついていることが、学習成果として
現れる高い学力形成に繋がっており、しかも、児童の主体
的な学習として家庭学習が行われている。その家庭学習で
はテストで間違えた問題について、必ずやり直すことで間
違えや、苦手科目を克服する努力をしている。さらに、
81.3%の児童が家庭学習にかける時間が1時間以上、2時
間以内と量的にも違っているが質的にも違っている。それ
は、「めざす教師像」をはっきりと打ち立てていることが
「質の高い授業」の具体的実践や卓越した教師力を支える要
因ではないかと考える。1960年代の全国学力テストでは
最下位層に位置し、都市部と農村部の格差が著しかったの
が現在では都市部と農村部の格差も解消され全国のトップ
に位置している。その原動力は「1960年代の全国学力テス
トで最下位層にあった反省に基づいて改善に取り組んでき
た」丁寧な授業づくりではないかと考える。教師には高い
指導力が求められているが、授業を行う教師一人だけでは
困難なことである。高い指導力を担保しているものは、
「めざす教師像」にあるように教師の協働による学び合い
と高い研修意識である。田中ら（2010）が行った文部科学
省委託調査においても、全国学力・学習状況調査において
高い成果を挙げてきた県は、共通した要因として、①教員
の授業力向上に対する教育行政の積極的で計画的な指導や
支援、②学校の外部の組織・団体の積極的な働きかけと
研究活動の推進、③学校における管理職と教員の協力関係
と熱心な取組、④児童生徒の素直さとまじめさ、⑤家庭の
安定と家庭の教育力の均質な高さ、⑥厳しい自然を生き抜
く勤勉で連帯感のある地域や風土があるとしていると指摘
している。今回の調査でもこのことは裏付けられた。学校
教育は、教育目標の達成をめざして意図的、体系的、組織的
に行うことがとても重要で、その基幹となるものがカリ
キュラムであり、安彦（2006）がいうように「学力」はカリ
キュラムという「客観的対応物」を持つということができ
る。テ－マを授業方法に絞った研究として須藤（2007）は、
社会や日常生活に結びつけた授業が階層上位の生徒にゆう
りであり、教師の説明を聞いたり問題演習をしたりする授
業は階層下位の生徒に有利であるなど、階層と指導法の間
に関連があることが見いだされている。今回調査した学力
調査の上位県では子どもたちは基礎に偏った「できる授業」
ではなく、授業中に分かったという概念知識や意味理解を
中心とした「分かる授業」を求めている。この「分かる授業」
をつくるには各教科の授業時数などのカリキュラムの量的
な面も重要だが、それ以上にカリキュラムの質がより大切
と考えている。一人一人が個性や能力を発揮して学習に取
り組み， 成就感や充実感を味わえるような授業の構築を図
るだけでなく、地域のよさを確認し，積極的に学びに生か
し、地域素材（ 自然・人材・施設）の活用，行事への参加等を
通じて， 地域、家庭と共に子どもを育てる態勢を構築して
いることである。
今回の調査では、すべての子どもたちに学力を保障する
ためには、授業の質を高め、教師の授業力向上を図る研修と
自己の教科指導の実態やカリキュラムの有効性を検証する
姿勢をもって教育実践を行うことだとわかった。学力調査
の上位県では学校質問紙の質問項目92の「学校の教育目標
やその達成に向けた方策について，全教職員の間で共有し，
取組に当たっていますか」に対して肯定的回答が100%、
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質問項目93の「校長は，校内の授業をどの程度見て回って
いますか」に対して毎日が78.2%である。このことから管
理職も含めて気持ちの揃った教職員集団よる「共通理解」
「共通実践」「授業点検の日常化」が定着しており、教師の
教育実践への真摯な姿勢が現れている。学校の使命は、
どの学校でも、どの教室でも同じ質の教育を保障し、すべて
の子どもたちに学びと育ち合いをはかることにある。それ
は、教師の日々の教育実践の成果に負うところが大きいこ
とを肝に銘じなければならないとともに、教育効果の分析
に当たっては、さまざまな要因が関連するので、その因果関
係を推定するには、慎重である必要があることと、習熟度別
指導、少人数指導の効果についても、さまざまな分析方法を
用いて、知見の妥当性が確認されなければならない。
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Abstract : This paper reviews the result of “the academic performance” which was implemented in 2010.  The main 
purpose is to organize the data for thinking the curriculum to develop the ability to take advantage of what they have 
learned the children.  In the prefecture A with upper academic performance, tuition and school environment orderly 
tended to create a trust relationship between the child and the teacher and to be ambitious to learn the child.  Home 
study and school learning that has been done habitually in daily life is highly associated with high academic ability. 
In the prefecture with upper academic performance, home study has been carried out as a proactive learning of children.
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